
第６８期事業報告・抜粋 （平成22年4月1日から平成23年3月31日まで）

１． 会社の現況に関する事項

（１）事業の経過及び成果

＜企業業績＞

  当期におけるわが国経済は、設備投資の下げ止まりや個人消費の持ち直しといった動き

はみられたものの、厳しい雇用情勢や急激な円高等不安定な状況で推移しました。また、

年度末に発生した東日本大震災により先行きは不透明な状況にあります。

　建設業においては、政権交代による公共投資の縮減が継続し、また民間企業の収益改善

や住宅関連での回復はあるものの設備投資に急速な回復は見られず、受注環境は厳しくな

ってきました。

  このような環境下にあって当社は、従業員一人ひとりが事業環境の変化を意識し、官庁

部門においては技術提案力及び積算精度の向上、民間部門においては価格競争力の向上及

び新規顧客の開拓を図り、受注高の確保に努めるとともに購買力の強化、固定費の削減に

より利益の確保に注力しました結果、業績は以下の通りとなりました。

　先ず受注高は、建設部門５４２億円に開発部門９千万円を加えた５４３億円であり、前

期に比べて26.0％の減少となりました。建設部門受注高の工事別割合は、土木工事45.6％、

建築工事54.4％、発注者別割合は、官公庁41.1％、民間58.9％となりました。

  次に売上高は、完成工事高７５３億円に開発部門売上高９千万円を加えた７５４億円と

なり、前期に比べて10.9％の減少となりました。完成工事高の工事別割合は、土木工事

44.6%、建築工事55.4％、発注者別割合は、官公庁46.8%、民間53.2%となりました。

  利益につきましては、売上高減少の状況下において、原価・経費削減を図り営業利益９

億円と前期に比べ11.2%の増加となりましたが、為替の影響による営業外費用の増加により

経常利益は６億円と前期に比べて14.9%の減少、当期純利益は６億円と前期に比べて21.0%

の減少となりました。

（注）本文中の記載金額は 表示金額未満を切り捨てて表示しています（注）本文中の記載金額は、表示金額未満を切り捨てて表示しています。

＜当期における受注高、売上高及び繰越高＞

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

（２）対処すべき課題

　建設業を取り巻く事業環境は、引き続き厳しい状況が継続するとともに３月に発生した東

日本大震災により不透明さが増すことが予想されますが、当社は従来から取組んでいる価格

競争力の強化、技術提案力・積算精度の向上を目指すとともに、市場環境の変化を見極め経

営資源の選択と集中により安定的な受注量と利益を確保して永続的に発展する経営基盤の確

立が急務です。

　社員一人ひとりが危機感を持ち、チェンジ・チャレンジ精神で自らが主体的に行動して事

業環境の変化に対応できるよう意識改革を推進し、「確かなものづくり」とコンプライアン

スの徹底により、顧客満足を高めこの難局を乗り越えてまいる所存です。
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区　　分 前期繰越高 当期受注高 当期売上高 次期繰越高

建
設
部
門

土　木 41,514 24,764 33,629 32,648

建　築 45,162 29,507 41,728 32,940

計 86,676 54,271 75,358 65,589

開発部門 － 99 99 －

合　　計 86,676 54,370 75,457 65,589



（３）直前３事業年度の財産及び損益の状況の推移

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

（注）２．１株当たり当期純利益は切り捨て前の当期純利益を期中平均発行済株式数で除して

　　　　　算出しています。（銭未満四捨五入）

（４）主要な事業内容

　当社は、建設業法に基づく特定建設業者として国土交通大臣許可(特-1９)第１７００号

の許可を受け、土木工事業、建築工事業並びにこれらに関連する事業を行なっています。

　また、宅地建物取引業者として国土交通大臣免許(12)第８０２号の免許を受け、不動産

取引及び住宅地等の開発事業を行なっています。

（５）主要な借入先（平成23年3月31日現在） 該当事項はありません。

（６）重要な親会社及び子会社の状況

　当社は平成１５年３月に株式会社ＮＩＰＰＯの連結子会社となり、同社から工事の発注を

区　　分 第65期 第66期 第67期 第68期（当期）

受注高 (百万円) 65,865 76,348 73,509 54,370

売上高 (百万円) 83,969 67,845 84,683 75,457

経常利益 (百万円) 1,141 468 790 672

当期純利益 (百万円) 1,093 550 864 682

１株当り
　当期純利益

（円） 27円34銭 13円76銭 21円61銭 17円07銭

総資産 (百万円) 74,770 66,477 56,902 52,192

純資産 (百万円) 11,440 11,849 12,636 13,282

受けるほか、当社の施工する工事の一部を同社及び同社のグループ会社に発注しています。

　同社の子会社になったことに伴いＪＸホールディングス株式会社の連結子会社になって

います。

　また、当社の経営に重要な影響を及ぼす子会社はありません。

（７）主要な事業所及び従業員の状況（平成23年3月31日現在）

（イ）主要な事業所

本　　店 岐阜市宇佐南１丁目６番８号

東京本社 東京都新宿区西新宿６丁目１６番６号

支　　店 東北支店（仙台市）、千葉支店、東京支店

横浜支店、名古屋支店、北陸支店（新潟市）、

大阪支店、中国支店（広島市）、四国支店（高松市）、

九州支店（福岡市）、海外支店（東京都豊島区）

国内　 青森営業所ほか１０ヶ所

海外 カイロ営業所（エジプト）ほか４ヶ所

（ロ）従業員の状況

人 人減 歳 年

（注）１．従業員数は就業人員で表示しています。
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営 業 所

従業員数 前期末増減 平均年齢 平均勤続年数

661 13 46.3 22.3



２． 会社の株式に関する事項

（１）発行可能株式の総数 株

（２）発行済株式の総数 株

（３）株主数 名

（４）大株主

(注）1. 当社は近畿日本鉄道株式会社の株式 2,131,697株を保有しています。

３． 会社役員に関する事項（平成23年3月31日現在）

160,000,000

40,000,000

4

   株    主    名          持株数（株）     議決権比率（％）

　株式会社ＮＩＰＰＯ 31,800,000 79.5

　近畿日本鉄道株式会社 5,600,000 14.0

　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 2,000,000 5.0

　株式会社十六銀行 600,000 1.5

会社における地位 氏    名   担当又は他の法人等の代表状況

代表取締役社長  加　藤　祥　倶

代表取締役  松　本　　　哲 建築本部長、環境安全担当

取締役  森　川　英　憲 土木本部長、ＩＳＯ担当

取締役  山　田　　　洋 管理本部長

取締役  西　條　勝　彦 海外支店長

取締役  堀  畑  裕  一 近鉄関連営業担当

（注）１．取締役 堀畑裕一　監査役 目加田忠則は、平成２２年６月２４日開催の定時株主総会において

新たに選任され就任しました。

２．取締役 西井克之氏　監査役 三谷一夫氏は、平成２２年６月２４日退任しました。

４． 会計監査人の状況

会計監査人の名称 新日本有限責任監査法人

取締役 堀 畑 裕 近鉄関連営業担当

取締役（非常勤）  橋　本　祐　司 株式会社ＮＩＰＰＯ企画部長

監査役  目加田  忠  則

監査役（非常勤）  傍　田　明　夫 株式会社ＮＩＰＰＯ執行役員経理部長

-3-



５． 内部統制

会社法第３６２条第４項第６号に規定する体制の整備について以下の通り決議しています。

（１）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① 取締役は、法令、定款、当社の企業行動規範、役員内規（服務）に従い業務執行にあたる

とともに、必要に応じ外部の専門家を起用し法令定款違反行為を未然に防止する。

取締役が他の取締役の法令等違反行為を発見した場合は、直ちに取締役会及び監査役に報

告するなどガバナンス体制を強化する。

② コンプライアンス委員会は、当社のコンプライアンス活動をＣＳＲ委員会に報告し、社長

はその諮問に基づき、法令遵守の徹底を図る。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係わる文書（電磁的記録を含む。）の取扱いは、文書管理に関する社

内規程を整備し、作成、保管、廃棄等の取り扱いを明確にする。

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

経営に重大な影響を及ぼすおそれのある損失の危険をトータルかつ適切に認識・評価する

ため、リスク管理に関する規程を設け、事業リスクその他の個々のリスクに対する基本的

な管理システムを整備する。また、その運営により、重大リスクの未然防止、再発防止、

迅速な対応に資するとともに、法令改正等、事業環境の急激な変化への対応を図る。

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 取締役会は、経営の執行方針、法令の定められた事項、その他経営に関する重要事項を決

定し、業務執行状況を監督する。取締役会は月１回開催するほか、必要に応じて適宜臨時

に開催するものとする。

② 取締役によって構成される経営会議を設置し、業務執行に関する個別経営課題を協議する。

（５）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制（５）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① ＣＳＲ委員会は、内部統制システムの構築・維持・向上を推進するとともに、その下部組

織であるコンプライアンス委員会（本社・統括支店に設置）において、コンプライアンス

体制の維持を図ることとする。

② コンプライアンス委員会は、定期的に遵法状況点検を実施し、日常的な職務が法令および

定款に適合していることを確認する。

③ 使用人に対して必要な研修を定期的に実施する。また、関連する法規の制定・改正、当社

で重大な不祥事、事故が発生した場合等において速やかに必要な研修を実施する。

④ 公益通報者取扱規程により、内部通報制度の整備徹底を図る。

（６）当会社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適性を確保するため

の体制

① ＮＩＰＰＯグループＣＳＲ委員会の活動を通じて、企業集団としてのコンプライアンス体制

の統一を保つ。

② 子会社において内部統制責任者を選任し、当社所管部と連携の上、事業の総括的な管理を

行う。

（７）監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関す

る事項

① 監査役は、その職務を補助すべき使用人を置くことを求めることができる。

② 監査役は、補助者の懲戒処分及び人事異動に意見を述べることができる。

（８）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制、

並びに監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 経営会議協議事項およびその他経営上重要な事項は、監査役に報告すべき事項とする。

② 監査役は、社長、監査法人との意見交換会を適宜開催する。
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百万円 百万円

49,173 32,274

現金預金 11,472 支払手形 3,596

受取手形 1,759 工事未払金 19,183

完成工事未収入金 22,240 未払法人税等 109

開発用不動産 98 未成工事受入金 6,868

未成工事支出金 9,374 完成工事補償引当金 95

未収入金 3,947 工事損失引当金 1,170

その他 509 その他 1,249

 貸倒引当金 △ 228

3,018 6,635

518 繰延税金負債 161

建物・構築物 134 退職給付引当金 6,279

機械・運搬具 17 資産除去債務 7

工具器具・備品 9 その他 187

土地 349

リース資産 7

38,909

20

2,479 13,043

投資有価証券 2,233 資本金 2,000

関係会社株式 10 資本剰余金 4,322

破産債権、更生債権等 266 　資本準備金 4,322

長期未収入金 967 利益剰余金 6,720

その他 303 　その他利益剰余金 6,720

 貸倒引当金 △ 1,302 　　繰越利益剰余金 6,720

238

その他有価証券評価差額金 238

　

13,282

52,192 52,192

     第　6 8　期　貸　借　対　照　表

（平成２３年３月３１日現在）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

流動資産 流動負債

固定資産 固定負債

有形固定資産

　　負　　債　　計

無形固定資産
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純　資　産　の　部

投資その他の資産 株主資本

評価・換算差額等

　　純　資　産　　計

資　　産　　合　　計 負債・純資産　　合　　計



完 成 工 事 高 75,358

開 発 部 門 売 上 高 99 75,457

完 成 工 事 原 価 71,551

開 発 部 門 売 上 原 価 101 71,652

完 成 工 事 売 上 総 利 益 3,807

開 発 部 門 売 上 総 損 失 2 3,804

2,830

営　業　利　益 974

受 取 利 息 ・ 配 当 金 83

そ の 他 27 111

支 払 利 息 1

デ リ バ テ ィ ブ 評 価 損 110

為 替 差 損 274

そ の 他 26 413

経　常　利　益 672

特別利益

固 定 資 産 売 却 益 3

会 員 権 償 還 益 46

関 連 会 社 株 式 売 却 益 72 122

特別損失

前 期 損 益 修 正 損 8

会 員 権 評 価 損 5

工 事 契 約 解 除 損 失 14

9

そ の 他 7 45

　　税引前当期純利益 750

　　法人税、住民税及び事業税 67

　　当期純利益 682

     第　6 8　期　損　益　計　算　書

（平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで）

百万円 百万円

売上高

資産除去債務会計基準の適
用 に 伴 う 影 響 額
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売上原価

売上総利益

販売費及び一般管理費

営業外収益

営業外費用



株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

238 13,282
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当期末残高 2,000 4,322 6,720 13,043

62

当期変動額合計 582 582 62 645

株主資本以外の項
目の当期変動額

62

△ 100

当期純利益 682 682 682

剰余金の配当 △ 100 △ 100

175 12,636

当期変動額

前期末残高 2,000 4,322 6,138

株主資本

12,460

評価・換算差額等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
その他有価証券
評価差額金

その他利益剰余金

資本準備金 繰越利益剰余金
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